
平成30年度　(一社)東北空調衛生工事業協会�
　　　　経営委員会環境調査部会　活動報告�

東北空調衛生工事業協会　経営委員会環境調査部会�

菱機工業(株)　　　木村　　　(株)興盛工業所　　綱田　�

三建設備工業(株)　岡田　　　東洋熱工業(株)　　馬場　�

新日本空調(株)　　内田　　　山二施設工業(株)　長谷部
　 

『合理化技術状況調査』�

1 



はじめに	

・各社の持つ合理化技術の共有化�

・会員各社に協会参画のメリットを感じていただきたい�

・若手にとって魅力ある業界を目指す�

�

上記を考慮し�

・今年度は小林新会長御就任�

・アンケート調査⇒東北地区の各社合理化状況を確認�
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・新会長方針『会員が持つ合理化技術を集約・発信』�

・協会として早期に生産性向上推進の取組必要�
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・御社の現在主力建築CADにつきましてお教え願います。�
　　⇒3DCADの普及状況（生産性向上の浸透具合）�
 �
・現場作業効率化に向けｉｐａｄ導入状況をお教え願います。�
　　⇒現場効率化ツールでもあるｉｐａｄがどの程度普及しているか�
 �
・ｉｐａｄを運用されている方にお伺いします。�
　　どのようなアプリを使用していますか。�
　　おすすめのアプリをお教え願います。�
　　⇒有効なアプリの共有化（合理化技術の共有化）�
 �
・ｉｐａｄを運用されている方にお伺いします。�
　　ｉｐａｄの活用は以前の業務比較していかがですか？�
　　⇒生産性は向上しているか？�
　　　 �
・現場担当者負担軽減の後方支援を行う実施例についてお教え願います。�
　　⇒現場の負担軽減を図る為の合理化方法の模索�
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主力ＣＡＤはほぼＴｆａｓ� 大手ではRebroが浸透してきています。�

JWWの使用も根強いです。�

Tfasに比べRebroのCAD操作性が多様な部分が浸透してきている理由�

　　　　（断面の切りやすさ、工場加工まで行ける図面の精巧さ）�

　　　　（３次元展開での応用性はRebro）�

　　　　（図面編集能力がRebroの方が秀逸）�
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大手は約80％が導入済、その他は未導入がほとんど�

ipad導入については効率化の成果がはっきり出ています。�
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小規模会社の場合は他現場から後方支援の人員を動員�

大手・準大手は社内の後方支援部門での対応�

後方支援専門部隊の重要性が今後重要になってくると思われます。�

　（大手の現場サポート部の存在する数字から）�

現場の後方支援専門の外注会社が存在してくる可能性もあります。�



7 

ｉｐａｄの導入状況について� Ｉｐａｄの活用状況について�

100人以上の会社では約半数が何らかの形で導入済�

小規模の会社ではほぼ未導入�

導入している会社ではほぼ活用での効率化UPが見られる�

■使用アプリ�

SpiderPlus（有料；図面共有、写真整理等）�

Chex（有料；図面共有、データ管理等）・蔵衛門（無料；写真管理）　�

現場管理システム（有料；図面共有、写真管理、データ管理）�

HDEI・Buildee・chatLuck・Facetime・テクオグラウド�

ZOOM・ｉﾘﾎﾟｰﾀｰ�

■お勧めアプリ�

現場写真、検査記録、名刺管理、録音アプリ、雨降りアラート�

LifeBear、SHOT　DOCS、SpiderPlus�
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各社の持つ合理化技術�

より３次元性の高いCADの普及により作図・現場管理・予算管理の効率が
高いCADへの移管が見られます。�

生産性向上に向けて�

アンケートの調査結果�

ipad導入により現場管理の合理化効率向上がアンケートにて見えました。�

ipadの有効なアプリ使用により現場管理の生産性向上がはかれています。�

現場の後方支援専門部による対応が、他現場の負担減を導く合理化手法。�

大手・準大手は合理化技術、生産性向上技術の導入について積極的�

中小サブコンについては最新管理手法（ipadなど）の採用は少ない�
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東北空衛協として�

合理化技術状況調査にて、大手が導入している現場合理化技術
が中小サブコンではあまり採用されていない事がわかりました。�

生産性向上ツールを協会として集約・発信することにより�

更なる現場作業の効率化を協会として推進していきたい�

会員各社様にとって、この情報発信が大きなメリットを得る内
容であり、更なる業績繁栄の一端を担う糧となりたい。�

魅力ある建設業界を構築・アピールすることによって、明日を
担う若手の業界参画を増やしていきたい。�

今後も会員各社が持つ合理化技術を発信し、東北地区に�

おける建設現場の生産性向上を目指していくことが重要�

結びに�


